
平成 16年度 第 4回ロシア・極東地域経済研究会 

「ロシアの銀行制度の現状 － 預金保険制度を中心として」 

 
開催概要 
講演会名：平成 16年度 第 4回ロシア・極東地域経済研究会 
日時：2004年 10月 21日（木）14:00-16:00 
場所：日本貿易振興機構９階 D会議室 
講師：株式会社東京三菱銀行 経済協力室 主任調査役 ロシア東欧部長 松村 紀氏 
テーマ：「ロシアの銀行制度の現状 － 預金保険制度を中心として」 
 
 
１．ソ連には「銀行」も「金融」も存在しなかった 

ソ連時代は、現在のロシアと全く違った社会主義計画経済であった。世の中にある生産

手段の私有は認められておらず、国家計画委員会が経済活動の全て、細かいところまでに

指令を出していた。 
 
しかもその指令は、モノの量で行われていた。企業間のモノの取引に伴って、お金のや

り取りも行われていたが、そのモノの値段も中央政府が全て決めており、お金の果たす役

割というのは資本主義経済でのものとは全く異なっていた。ソ連時代の通貨とは単に帳簿

の上で付け替えを行うときの計算単位のようなものに過ぎなかった。通貨の役割が限定的

であったため、それを扱う銀行の役割も限られたものであった。 
 
ソ連の銀行制度は特有なもので、モノバンク制度のもと、ゴスバンク（国立銀行）が中

央銀行として、発券も行い、その他金融面での管理も全て行い、かついわゆる商業銀行業

務も行っていた。 
 
しかし、商業銀行業務といっても、概念としては我々が想定するようなものとは異なっ

ている。銀行というのは単なる「会計係」であって、国が決めたとおりにお金がきちんと

動いたということを帳簿の上でつけていたに過ぎないのである。つまり、ロシアにおいて

は、我々が想定するような銀行というのはペレストロイカの終わりぐらいからの十数年程

度の歴史しかないといえる。 
 
２．個人預金 

預金保険の対象は個人預金である。ソ連時代に個人預金を取り扱っていたのはゴスバン

クの下部組織として存在していたズベルカッサ（貯蓄金庫）という組織であった。日本で

言う郵便貯金のようなもので、全国津々浦々に窓口があり、個人がお金の出し入れをした
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り年金を受け取ったりするのに利用していた。 
 
通貨の機能が限定的であっても、通貨がなかったわけではない。現金を個人で保有して

おくことにはそれ自体危険性が高く、預金すれば数％の利息がついたので、国民はズベル

カッサを利用していた。 
 
ズベルカッサは 1927年から 1987年まで 60年間続いた。1987年というのはペレストロ
イカが行われていた時代である。このペレストロイカの中で、1987年に銀行制度の改革も
行われ、ズベルカッサと呼ばれていたものが、ゴスバンクから切り離され、ズベルバンク

（貯蓄銀行）として独立、成立、現在に至っている。このときにゴスバンクから分かれて

他にもいくつかの銀行が産業分野ごとに設立された。この結果、ゴスバンクは中央銀行業

務に特化することになった。 
 
こうした経緯があり、ズベルバンクはいまだにロシアの市場の中でダントツの規模であ

る。2004年 3月末のロシアの銀行セクター全体における個人預金の残高は、1兆 9,350億
ルーブル、日本円で約 7 兆円ある。この金額そのものは、日本の銀行の預金規模と比べる
と非常に小さい。また、ロシアの個人預金のおよそ 3 分の 1 は外貨預金である。種類は主
としてドルで、最近はユーロも人気があると聞いている。 

 
個人預金の約 6 割はズベルバンクに預けられている。外国貿易銀行等その他の国有銀行
があるが、これらに預けられている個人預金の比率は約 1 割であろうと言われている。し
たがって、ズベルバンクと国有銀行を合わせて約７割が国の関連の銀行にあり、いわゆる

民間の銀行にあるのは残りの 3割にすぎない。 
 
個人預金を考えるときにもうひとつ考慮に入れなければいけないのが、たんす預金の存

在である。たんす預金がいくらあるかは正確にはわからないが、400 億ドルとも 500 億ド
ルとも言われている。仮に 500億ドルとすると、1兆 5,000億ルーブルということになり、
銀行預金の総額とほぼ同じ規模になる。 

 
傾向的には、ここ数年間、次第に銀行の個人預金が増加し、たんす預金が減ってきてい

るということではあるのだが、それでもまだこのくらいの割合でたんす預金がある。しか

も、たんす預金のほとんどは米ドルの紙幣であるとのことだ。 
 
いくらお金があってもたんす預金では経済活動の役には立たない。ロシアにおいては、

銀行に預けておくよりも、現金を自分で保有しておくほうが安全であるとの意識がある。

それは、銀行、金融システム、政府に対する信頼の欠如のためである。そこで、金融シス
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テムが信頼を得るような手立てを考えなければいけないということで、預金保険制度につ

ながるのである。 
 
上述のような歴史的な経緯もあり、いまだにズベルバンクに預金されている個人預金は

国家が 100％保証する。逆に、それ以外のロシアの銀行にはそういった制度はなかった。そ
れも要因のひとつとなってズベルバンクに個人預金がいまだに集中している。 
 
３．金融機関の数 

ロシアには、2004年 9月 1日現在、登録されている金融機関が 1,559ある。そのうち銀
行業務ができる金融機関は 1,318。銀行数は多いが、そのこと自体は特に問題ではない。む
しろ寡占ないし独占状態であること、しかも、官業が民業を圧迫する構造であることが大

きな問題である。 
 

1,318の金融機関のうち、銀行の範疇に入るものが 1,266で、非銀行が 52である。個人
預金を取り扱うことのできる金融機関が 1,175、外国資本の入った金融機関は 125である。
そのうち、100％外資の金融機関は 33で、50％以上外資の金融機関も 8ある。 

 
清算された金融機関は 1,525 で、そのうち銀行免許剥奪が 1,158 である。それ以外は統
合や合併、吸収などである。 

 
現在ロシアには 1,559 の金融機関があり清算された金融機関が 1,525 ということは、こ
れまでロシアには 3,000以上の金融機関があったということになる。 
 
４．銀行セクターの発展 

銀行セクターの発展の状況について、表１は銀行セクターがどういうテンポで成長して

いるかを表している。 
 

表１． 銀行セクターの成長率     （単位：％）

  98年 99年 2000年 2001年 2002年 2003年 
資産 △ 45.2 13.4 31.8 17.4 17.8 28.1
資本 △ 63.0 61.0 41.7 33.6 11.3 25.2
非金融セクター向け融資 △ 40.2 4.8 47.2 34.3 20.9 38.2
個人預金 △ 45.3 10.5 31.1 33.2 36.6 39.7
法人預金 △ 35.9 24.5 36.3 9.5 8.4 19.8
実質 GDP成長率 △ 5.3 6.4 10.0 5.1 4.7 7.3
（出所）ロシア銀行地域協会（協会「ロシア」）    

 
2003 年の GDP の成長率が 7.3％であったのに対し、銀行資産は 28.1％増加している。
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しかもその中で銀行セクターが行った非金融セクター向け融資の伸びは 38.2％であった。
経済の発展に比べて、金融セクターはかなり速いテンポで成長をしている（表 1）。 

 
非金融セクター向け融資の GDPに対する比率で見ると、98年の 8.5％から 2004年には

17.0％になってきている。銀行はいまだに脆弱だといわれるが、実体経済に対する融資を増
やしてきているとはいえる。GDP 比でみた銀行セクターの資産総額も 98 年の 27.4％から
2004年には 41.8％に増加している。即ち、ロシアの経済規模に比べて銀行の規模も大きく
はなってきているということが言える。 

 
しかし、41.8％というのは諸外国に比べると決して大きな数字ではない。日本の場合、も
ともと銀行が果たす役割が大きな国ではあるが、GDPと同じかそれより大きな規模になる。
また、ロシアでは 2004年 7月現在で、銀行セクター全体の融資総額は 3.7兆ルーブル（約
14.8兆円）、銀行の資産総額に占める融資総額の割合は 58.9％である。 

 
銀行セクター全体で見ると、2003年 1月 1日から 2004年 1月 1日までの 1年間に、負

債（借方）に占める個人預金の割合は 24.8％から 27.0％に増加している。一方、資産（貸
方）に占める非金融セクター向け融資の割合は、39.9％から 42.6％に増加した。ここから
銀行セクターが実体部門にお金を貸し始めているということがいえよう。 

 
この中でもズベルバンクを含めた国有の大手銀行の比率は大きい上に、こういった大手

の銀行は国有や元国有の企業、石油ガス部門などに融資を行っている。したがって、お金

を必要としているところに必ずしも十分にお金が行きわたるようになってきたとはまだ言

いがたい。 
 
次に、マクロ経済指標の推移を見ていくと、名目 GDPは 2003年（1月 1日時点）の 10
兆 8,342億ルーブルから 2004年（1月 1日時点）には 13兆 2,852億ルーブルへと 22.6%
増加している。金融機関の数は両年とも 1,329であった。銀行セクター総資産は 2003年（1
月 1日時点）の 4兆 1,453億ルーブルから 2004年（1月 1日時点）は 5兆 6,007億ルーブ
ルとなり 35.1%の増加であった。銀行セクター総資産の国内総生産に占める割合は 2003年
（1月 1日時点）の 38.3％から 2004年（1月 1日時点）には 42.2％へと上昇している。個
人預金は 2003年（1月 1日時点）の 1兆 607億ルーブルから 2004年（1月 1日時点）の
1兆 5,585億ルーブルへと 46.9%増加している。このように数字は改善しているが、問題な
のはズベルバンクを始めとした国有の一部の銀行による寡占状態が存在することである。 
 
５．ズベルバンクの寡占状況 

2003年 1月と 2004年 1月を比較すると、ズベルバンクの資産が銀行セクター全体の資
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産総額に占める割合は 28.4％から 27.6％へと少し減少しているが、約 1,300も金融機関が
ある中で、一つの銀行（ズベルバンク）が約 27～28％を占めているのは異常である。自己
資本でも 20.4％から 18.3％へと減少しているが、それでも銀行セクター全体の 2割くらい
がズベルバンクなのである。個人預金のシェアは下がってきているが、まだ 63.3％を占め
ている。但し、銀行間信用や預金についてはズベルバンクのシェアは 10.8％から 2.4％へと
低下している（表 2）。 
 
表 2. ズベルバンクの銀行セクター全体に占める割合 （単位：％）

  2003年 1月 1日 2004年 1月 1日
資産総額 28.4 27.6
自己資本 20.4 18.3
個人預金 67.3 63.3
長期貸付 68.9 71.9
リアルセクター融資 29.8 29.3
銀行間信用および預金 10.8 2.4
（出所）2004年 10月講師作成   

 
６．銀行間資金調達 

ロシアの銀行の銀行間市場における資金調達の構造を見ると、居住者銀行（ロシアの銀

行）からの資金調達が 2003年の 25.8％から 2004年は 17.7％に減少している。一方で非居
住者の銀行（外国の銀行）からの外貨建てでの調達が 59.6％から 67.4％へと増えている。 
 
これは、ロシアの銀行が海外の資本市場からシンジケートローンなどで資金を調達して

きていることを示している。ロシア側に言わせると銀行に対する信用が高まり外国で資金

調達が出来るようになったということになるが、逆にロシア国内では信用力がないために

十分にお金を集められないので海外で調達せざるを得ないのだとも言える。 
 
７．ロシアの預金保険制度 

そもそも保険というのは、何か好ましくないことが起こったときに、その損害をある程

度補填するために、あらかじめ一定のお金を集めて運営し、事故が起こった場合に一定の

給付を受けるという仕組みである。そのときにどのくらいの資金を集めておけばいいかと

いうことが重要である。また、一定の参加者を確保することが必要である。特定の個人が

事故にあうかどうかはわからないが、10 万人が事故を起こす確率は統計からわかるし、そ
の際の損害額がいくらかということも推測できる。 

 
預金保険も同様である。預金保険の難しいところは、まず、過去の例がたくさんないこ

とである。そのため推測することが難しい。したがって、資金をいくら集めておけばいい

のかというのが非常に難しい。 
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（1）国家会社「金融機関再編公社」（APKO） 

ロシアでは、現在の預金保険制度が始まる前に 2000年頃から一部施行されていた制度が
ある。国家会社「金融機関再編公社」（APKO）による預金保証制度である。98年に金融危
機が起こったあとで、多くの銀行が破綻しかかった。地方によってはその銀行がなくなっ

ては困るというところもある。そのため、国が資金を出して組織を作り、金融機関の再生

を図った。 
 
これまで 20～30 行が対象であったが、2000 年に財務健全化の基本段階を終了したロシ
アの 5 地方の 5 行について預金保証制度が実施された。具体的には、金融機関再編公社の
管理を離れた日から 18カ月の間、金融機関再編公社が預金を保証するというシステムであ
ったが、一定の成功を収めたと評価されている。 
 

（2）個人預金保護制度の基本方針 

2002年 11月 14日、連邦政府が「ロシア連邦における個人の銀行預金の保障に関する法
案」の基本方針を採択した。これは、2万ルーブルまで全額保障、12万ルーブルまで 75％
保障、保障の最高額は 9万 5,000ルーブル（約 38万円）で、金融機関再編公社がこれを保
障するというものである。 

 
また、ズベルバンクの預金の保障は 2007年 1月 1日に撤廃される。それまでの間は、ズ

ベルバンクの預金は 9 万 5,000 ルーブルまで金融機関再編公社が、それを越える部分を政
府が保障するという措置が考えられた。ちなみに、2002年当時、ズベルバンクは小口ルー
ブル預金の 82.5％を占めていた。 
 

（3）個人銀行預金義務的保険制度 

2003 年 12 月、「ロシア連邦の銀行における個人預金保険に関する連邦法（預金保険法、
2003年 12月 23日付第 177-ФЗ号）」が採択されたことによって、預金保険制度ができた。
目的は、ロシア連邦領域内のロシアの銀行に預け入れられた個人の貯蓄を保護することで

ある。 
 
市民の財務的利益は世界各国において最重要社会課題のひとつであり、こういった制度

は諸外国にもある。EU諸国、米国、日本、ブラジル、ウクライナ、カザフスタンにも既に
存在する。預金者を保護するための法律だが、預金者は保険契約を締結する必要はない。

預金保険は法の力で執行される。 
 

（4）国家会社「預金保険公社」(ACB) 
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ロシアの預金保険制度を運営する主体となるのが、国家会社「預金保険公社」(ACB)とい
う新しい組織である。この「預金保険公社」の基本的な機能は、(a)保険事由が発生した際
に預金者に対して保険金を支払うこと、(b)預金保険制度参加銀行のリストを作成すること、
(c)銀行の拠出によるものも含めて預金保険基金の形成を管理すること、(d)預金保険基金の
一時的遊休資金を運用すること、である。 
 

（5）「預金保険公社」の法的な形態 

「預金保険公社」は国家会社という法的・組織的形態で活動する非商業組織である。2004
年 1月 29日に法人登記を完了し、活動を開始している。運営をするための最高経営機関は、
取締役会である。取締役会の構成は次のとおりである。 

 
公社の総裁：トゥルバノフ金融機関再編公社前総裁 
ロシア連邦政府代表者（7名）：クドリン財務相、ほか 
ロシア中央銀行代表者（5名）：イグナチエフ総裁、コズロフ第一副総裁、ほか 
 
取締役会の下の執行役員会はトゥルバノフ総裁を含む 5名で構成されている。 
 

（6）保険金の上限 

保険金の支払額は預金の 100％であるが、上限がある。預金者一人当たりの保険金支払い
金額の上限は 10万ルーブル（約 40万円）である。つまり、銀行ごとに総額 10万ルーブル
までの預金が完全に付保される。 

 
同一預金者が同一銀行（の複数の本支店）に複数の預金口座を保有する場合も、その預

金者に対する保険金支払い金額の上限は 10万ルーブルである。つまり、日本でいう「名寄
せ作業」が行われる。複数の預金口座の合計が 10万ルーブルを超える場合は、各預金の金
額の比率で預金ごとに保険金が支払われる。 

 
保険金はルーブルで支払われる。外貨預金も対象である。外貨預金は保険事由発生日の

中央銀行相場でルーブルに換算され、そのうち 10万ルーブルを超える部分はその銀行の清
算手続きにおいて第一順位で弁済される。同一預金者が複数の銀行に預金口座を保有する

場合は、銀行ごとに 10万ルーブルが保険金支払いの上限金額として別々に保険の対象にな
る。 

 
10万ルーブルという金額は小さいように思えるかもしれないが、10万ルーブルまでの預
金が全ての口座の 80～85％を占めるので、相当多くの部分をカバーできるということであ
る。この限度額は、将来 15万ルーブル（約 60万円）、20万ルーブル（約 80万円）に引き

 7



上げられる可能性もある。ちなみに、米国では 10万ドル、日本では 1,000万円、EU諸国
は 2万～3万ユーロ程度が預金保険の上限である。 
 

（7）預金保険の付保対象となる預金 

ルーブル建ておよび外貨建てで、個人によって銀行における預金や銀行口座に預け入れ

られた資金が付保対象となる。預金利息は預金条件に従って元本に算入された場合（利息

の元化）のみ付保対象になる。 
 

（8）預金保険の付保対象とならない預金 

次の預金は預金保険の付保対象とならない。 
 
(a)法人の設立を伴わない「個人事業主」の資金 
個人であっても、法人の設立を伴わない「個人事業主」の資金は付保対象外である。つ

まり、法人を設立せずに企業活動に従事する個人の銀行口座に預け入れられた資金は、そ

の口座が当該活動に関連して開設されたものであれば付保対象とならない。 
 
(b)無記名の預金 
無記名の貯蓄証書や貯金通帳によって確認される預金など、無記名で銀行預金に預け入

れられた資金は付保対象とならない。 
 
(c)銀行に「信託」された資金 
信託管理のために銀行に引き渡された資金は付保対象とならない。 
 
(d)ロシアの銀行の海外支店にある預金 
海外にあるロシアの銀行の支店に預金として預け入れられた資金は付保対象外。 
 
（9）預金保険制度への加入 

保険システムへの加入は、個人預金者と取引を行う権限を有する全ての銀行にとっての

義務である。これに加入しない銀行は個人預金の取り扱いをやめなければならない。その

銀行がシステム参加銀行リストに加えられた日から預金は付保されたものとみなされる。

当該リストの作成は預金保険公社が行っている。預金者自身は何ら手続きを取る必要はな

い。 
 

（10）「義務的預金保険基金」－預金保険制度の財政基盤 

保険金を支払う基金を形成するために、「義務的預金保険基金」が創設される。同基金の

基本的な原資は、ロシア連邦政府による初期資産拠出が 30億ルーブルと法律に明記されて
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いる。うち、20 億ルーブル（約 80 億円）が預金者への保険金給付に充当される。これを
10万ルーブルで割ると、2万口座分ということになる。 

 
そのほか、預金保険制度に加入する銀行が納付する保険料、およびその払い込み遅延に

対する罰金などが基金を構成する資金となる。さらに、基金の資金投資から得られる収益

も原資となる。 
 
預金保険基金の資金が不足する場合には、ロシア政府が連邦予算の資金を公社に配分す

る権限を有する。資金は本年末までには 50億ルーブル（約 200億円）に達する見込みであ
る。5年後には 400億ルーブル（約 1,600億円）に達する見込みと言われている。 
 

（11）保険料の徴収 

保険料率は全ての参加銀行に共通で、料率は預金保険公社の取締役会が決定し、四半期

ごとにその四半期の平均預金額の 0.15％以下（＝年率 0.6％以下）とすることが規定されて
いる。これは銀行にとって負担になるので、その分顧客に支払う預金の利息を減らさざる

を得なくなる。基金の資金が不足する場合は、保険料率を四半期ごとに 0.3％まで引き上げ
ることが可能で、十分な資金が蓄積されれば 0.10％またはそれ以下に引き下げられる。 
 

（12）基金の運用投資対象 

運用は安全・確実に行うことが重要であり、リスクをとって大きく増やすという性格の

ものではないので、投資対象が制限されている。具体的には、ロシア連邦の国債、ロシア

中央銀行の預金および有価証券、ロシア連邦構成主体の債券、ロシアの発行体の債券や株

式、ロシアの抵当証券、外国政府の有価証券、その他の外国発行体の債券や株式に資金を

投資するインデックス投資基金の持分（株式、出資金）、経済的に発展した外国国家の有価

証券などである。 
 

（13）保険金受け取りの権利が発生する場合 

2 つの場合が想定されている。まず、(a)その銀行から銀行業務を遂行するためのロシア
中央銀行の免許が剥奪（取り消し）されたとき。もうひとつは、(b)その銀行の債権者の請
求に対するモラトリアム（支払猶予）がロシア中央銀行によって導入されたとき、である。

これらの場合が保険事由と呼ばれる。 
 

（14）保険金の受領手続き 

預金保険公社は、保険事由発生から 7 日後に、預金者が保険金受領の申込書を提出すべ
き場所（原則として最寄の銀行）、時間、様式、申請書の受付方法に関する特別の広告をプ

レスに公表し、銀行に掲示する。公表のための当該広告の発送は銀行から預金者に対する
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債務のリストを受領した日から 7 日の間でなければならない。預金保険公社は銀行からそ
のようなリストを受領した日から 1 カ月の間に、各預金者に対して個別の書簡により通知
を発送する。 

 
預金者が銀行まで行くことができない場合には、受領申込書を郵送することも可能だし、

保険金の支払いを郵便振替で受領することも可能である。また、保険金請求の提出期間は、

保険事由発生の日から銀行で精算手続きが完了するまでの間（約 2年以内）、またはモラト
リアムが終了するまでの期間である。 

 
長期にわたる重病や海外出張などにより保険金請求手続きが間に合わなかった場合には、

請求受付期間の延長が認められる。預金者は預金保険公社に対して専用の申込書と本人を

確認するための書類を提出する。なお、代理人を立てて手続きをする場合には公証人の認

証を得た委任状が必要である。 
 

（15）保険金の支払い 

保険金の支払いはルーブルで行われ、預金保険公社が指定する支払い場所で預金者の指

示に従って、現金もしくは銀行口座振込みで行われる。保険金は、その預金に関する具体

的な弁済額について預金者の合意が得られた日から 3 日以内（原則としては申請した日）
に支払われる。但し、保険事由発生から 14日以上が経過している必要がある（14日間は銀
行から預金に関する情報を入手して決済を準備するための期間）。 

 
預金者が弁済額について同意しない場合は、預金保険公社は請求額を確認する追加書類

を提出するよう預金者に促し、その書類が銀行に送付され、銀行は書類受領後 10日間で調
査結果を預金保険公社に報告する。なお、預金保険公社の落ち度により支払いが遅延した

場合はロシア中央銀行の再割引金利で利息が支払われる。 
 

（16）銀行が預金者に対して債権を有する（預金者が銀行に対して債務を有する）場合 

銀行が預金者に信用や貸付を供与している場合、預金者に対する銀行の債務（預金）と

債権（貸付など）の金額が相殺される。 
 

（17）預金保険制度への加盟 

預金保険制度への加盟申請の審査はロシア中央銀行が行う。その審査は次の４段階で行

われる。 
 
第 1段階：予備的な分析 
第 2段階：主題別の監督検査 
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第 3段階：結果の最終分析 
第 4段階：個々の具体的申請に関する結論 
 
審査に合格しない銀行は「銀行預金システム加入を拒否された銀行、または預金保険制

度への参加要件に適合しないと認められた銀行による、個人預金資金の預金への受入およ

び個人銀行口座開設の禁止措置に関する中央銀行指示（2004年 7月 30日付第 1483-У号）」
により個人預金の取り扱いを停止することになる。 

 
2004年 9月 17日付のロシア中央銀行の発表によると、1,137行の加盟申請が審査中であ
る。預金保険公社の発表によると、2004年 10月 14日現在、加盟が認められたのは 87行
である。加盟申請の審査期間は預金保険法採択から 1年 9カ月とされているので、2005年
の末頃までには審査が完了するものと思われる。 
 

（18）預金保険制度非加入銀行が破綻した場合の措置 

2004年 5月、ソドビジネス銀行（Sodbiznesbank）が資金洗浄の違法行為のためロシア
中央銀行から免許を剥奪された。これに端を発して、2004 年 7 月に資産規模 22 位のグタ
銀行（Gutabank）で取り付け騒ぎが発生した。同行の場合は、外国貿易銀行
（Vneshtorgbank）が吸収して事態は収まった。続いて 7月のはじめには資産規模 4位の ア
ルファ銀行（Alfabank）にも取り付け騒ぎが飛び火した。放置しておくとシステマチック
リスクにいたることもありうる。 

 
このように預金保険制度の不備が露呈したため、政府は預金保険に関する一時的な措置

を発表して市場の混乱を収拾した。この措置とは、「ロシア連邦の銀行における義務的個人

預金保険制度に非加盟の破綻と認定された銀行の個人預金に対するロシア中央銀行の支払

いに関する法律（預金保護法、2004年 7月 29日付け連邦法第 96-ФЗ号）」である。 
 
預金保護法は、2004年 7月 10日に下院で採択、7月 15日に上院で採択、8月 9日にプ

ーチン大統領が署名し、下院採択より 1 カ月で発効という驚くべきスピードで成立した。
この結果、預金保険制度に加入した銀行のみならず制度に加入していない金融機関の預金

者も貯蓄が保証されることとなった。 
 

(19)ズベルバンクの預金 

ズベルバンクの預金も預金保険法に基づき、2004 年 10 月１日までに開設された預金は
全額が保証される。2004 年 10 月 1 日以降の新たな預金者には、他の銀行における預金者
と同じ条件が適用される。ズベルバンクが拠出する保険料は別の勘定で管理され、他銀行

の預金者に対する弁済には使用されない。 
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８．最後に 

ロシアにおいて問題なのは、お金がないことではなく、必要としている人のところへお

金が回っていかないということである。確かに、１～２年前に比べれば、ロシアの金融シ

ステム、銀行システムも次第に発展してきて、それなりにお金は回るようになってきてい

る。しかし、依然として回る範囲が狭く、十分に行きわたっていない。つまり、銀行を含

めた金融システムが十分に機能していない。その根本的な原因は、銀行や金融システムが

信頼されていないということにある。銀行に対する信頼を補完するという意味で、今回の

預金保険制度の導入は大きな前進であろうと思われる。 
 

以上 

 12


